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内閣府公益認定等委員会

詳しい公益法人制度の内容や申請手続については

をご覧ください。



本年５⽉に成⽴した公益社団法⼈及び公益財団法⼈の認定等に関する法律の⼀部を改正
する法律を受けた、改正公益認定令・規則が10⽉30⽇に公布されました。制定に当たり
実施したパブリック・コメントに意⾒をお寄せいただいた皆様に感謝申し上げます。

スケジュール（⾚枠がこのページ、⻘枠が次ページ関係）

１ 制 定 内 容 の ポ イ ン ト
・ 新 制 度 の 施 ⾏ ⽇ が 令 和 ７ 年 ４ ⽉ １ ⽇ で 決 定 し ま し た
・ 新 財 務 規 律 の 具 体 的 な 判 定 ⽅ 法 が 定 め ら れ ま し た
・ 外 部 理 事 ・ 監 事 の 要 件 が 定 め ら れ ま し た

２ パ ブ リ ッ ク ・ コ メ ン ト 結 果 概 要
意 ⾒ 総 数 6 8 件 。 主 な ご 意 ⾒ は 以 下 の と お り 。

・ 新 財 務 規 律 の 内 容 確 認
・ 現 制 度 で 残 っ て い る 収 ⽀ 相 償 の 剰 余 ⾦ 処 理 の 確 認
・ 外 部 理 事 の 選 任 負 担 に つ い て ⾏ 政 庁 へ 配 慮 を 求 め る も の

⇒   規 律 の 詳 細 、 監 督 の 考 え ⽅ 等 に つ い て は 、 現 在 検 討 中 の
新 ガ イ ド ラ イ ン に お い て 明 ら か に し て い き ま す

【 改 正 公 益 認 定 令 ・ 規 則 と パ ブ リ ッ ク ・ コ メ ン ト 結 果 は こ ち ら 】
（ h t t p s : / / w w w . k o e k i - i n f o . g o . j p / r e g u l a t i o n / k a i s e i . h t m l ）

２

外部理事になれない者 ※改正法の内容も含む
① 当該法⼈⼜はその⼦法⼈（以下「当該法⼈等」という）の業務執⾏理事⼜は使⽤⼈、及び、

その就任の前10年間当該法⼈等の業務執⾏理事⼜は使⽤⼈であった者
② 当該法⼈の社員（当該社員が法⼈である場合はその役員及び使⽤⼈）【公益社団法⼈の場合】
③ 当該法⼈の設⽴者（設⽴者が法⼈である場合は、当該法⼈及びその⼦法⼈の役員及び使⽤⼈）【公益財団法⼈の場合】

外部監事になれない者 ※改正法の内容も含む
上記①〜③に加え、当該法⼈等の業務執⾏理事以外の理事であった者も外部監事となることができない。

* 法⼈法第65条第2項（第117条で準⽤する場合も含む）により、監事は、当該法⼈等の理事⼜は使⽤⼈を兼ねること
ができない。

⇒ 令和７年４⽉１⽇（改正法の施⾏⽇）に在任する全ての理事⼜は監事の任期が満了する⽇の翌⽇から適⽤されます。
令和７年４⽉１⽇以降に理事⼜は監事の全員を改選する場合には、その時点で新基準が適⽤されますので、該当する法

⼈は準備を進めてください。



今般の制度改正を受けて、「公益認定等に関する運⽤について（公益認定等ガイドライ
ン）」の記載の⼤幅な拡充と修正を⾏います。新公益認定等ガイドライン（素案）等に
ついて、11⽉１⽇からパブリック・コメントを⾏い、広くご意⾒を伺います。

１ 新 公 益 認 定 等 ガ イ ド ラ イ ン （ 素 案 ） の ポ イ ン ト
・ 利 ⽤ 者 か ら ⾒ て 、 分 か り や す く 予 ⾒ 可 能 性 が ⾼ い も の に
・ ⾏ 政 に よ る 判 断 の ブ レ や ば ら つ き を 抑 制
・ 事 前 の ⼀ 律 チ ェ ッ ク か ら 事 後 の 重 点 的 チ ェ ッ ク へ 転 換 す る

２ 意 ⾒ 募 集 対 象
・ 新 公 益 認 定 等 ガ イ ド ラ イ ン （ 素 案 ）
・ 内 閣 府 告 ⽰ （ 案 ）

３ 意 ⾒ 募 集 期 間
令 和 ６ 年 1 1 ⽉ １ ⽇ （ ⾦ ） か ら 1 2 ⽉ １ ⽇ （ ⽇ ） ま で

★ 意 ⾒ 提 出 は こ ち ら か ら
（ h t t p s : / / p u b l i c - c o m m e n t . e - g o v . g o . j p / p c m / d e t a i l ? C L A S S N A M E = P C M
M S T D E T A I L & i d = 0 9 5 2 4 0 6 5 0 & M o d e = 0 ）

★ 新 公 益 認 定 等 ガ イ ド ラ イ ン （ 素 案 ） は 本 年 ６ ⽉ か ら 開 始 し た 、
「 公 益 認 定 等 ガ イ ド ラ イ ン 研 究 会 」 で 議 論 、 取 り ま と め さ れ た
も の で す 。 議 論 の 詳 細 等 は 以 下 U R L か ら 御 確 認 い た だ け ま す ！
h t t p s : / / w w w . k o e k i - i n f o . g o . j p / r e g u l a t i o n / g u i d e l i n e . h t m l

※ な お 、 新 し い 公 益 法 ⼈ 会 計 基 準 に つ い て も 現 在 検 討 を 進 め て お り 、 1 1 ⽉ 中 に
パ ブ リ ッ ク ・ コ メ ン ト の 実 施 を 予 定 し て お り ま す 。

制度改正のこれまでの流れ、全体像についてはこちらから
https://www.koeki-info.go.jp/regulation/kaisei.html 新 し い 時 代 の 公 益 法 ⼈ 制 度

３



■ 公 益 認 定 申 請 ・ 法 人 運 営 に 関 す る 内 閣 府 相 談 窓 口

公益法人information

トップページ 「窓口相談」

電話 ０３(５４０３)９６６９

公益認定の申請や公益法人の

運営に関し、専門相談員による

電話相談を実施しています。

電話 ０３(５４０３)９６６９

時間 平日10時～16時45分

本 誌 に つ い て の 問 い 合 せ 先
内 閣 府 公 益 認 定 等 委 員 会 事 務 局 広 報 係

本誌の掲載内容を引用される際は、必ず内閣府の出典を明示し、原典の引用をお願いいたします。

電話 ０ ３ － ５ ４ ０ ３ － ９ ５ ５ ５

公 益 認 定 申 請 ・ 法 人 運 営 相 談 等 に つ い て
公益認定申請を予定されている法人、法人運営（事業報告書の書き方、理事会・評議員会の運営、

変更認定申請等）についてのご相談は、以下の窓口をご活用ください。

公益法人制度に関する各種情報を掲載しています。個別の公益法人の検索もできます。

トップページ 「公益法人とは」 「公益法人等の検索」

掲載のご希望がありましたら、下記の

連絡先までお問い合わせください。

活 動 紹 介 を 希 望 す る
公益法人を募集しています。

■ 国 ・ 都 道 府 県 公 式 公 益 法 人 行 政 総 合 情 報 サ イ ト
「公益法人information」（https://www.koeki-info.go.jp/）について

■電話相談 ■電子申請システムに
関するお問い合わせ

電話 ０３ (５４０３) ９５８７

０３ (５４０３) ９５５７

平日 ９時～１２時

１３時～１７時３０分

（12時～13時は対応していません。）

これから公益認定の申請に着手さ

れる一般社団法人及び一般財団法人

を対象に窓口相談を実施しています。

詳細につきましては、下記のホー

ムページをご覧ください。

■窓口相談《要事前申込》

電子申請システムの操作方法、

エラーの解決方法などの相談に

対応しています。

、 、メール

マガジンでも、公益法人に

関する情報発信を行って

います。

■ 公 益 認 定 申 請 及 び 公 益 法 人 の 運 営 に 関 す る 相 談 会

４

内閣府が委嘱する相談員（弁護士、公認会計士等）による相談会を開催いたします。

令和６年１２月の開催予定は下記のとおりです。 ※ 1法人につき50分程度《要事前申込》

・ １２月４日（水） オンライン（第８回） 申し込み受付中 ※今年度最後の相談会となります。

詳細は、公益informationトップページ 「法人向けセミナー・相談会などのお知らせ」

※ 今年度の日程全体は、第124号(令和6年7月19日発行)の「令和６年度相談会事業が始まります」をご参照ください。




